
 
 

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金の改善に関する指定都市市長会要望 

 

2020 年 10 月、我が国は、国際社会へ向けて、2050 年カーボンニュートラルを宣言し、

2021 年４月には、カーボンニュートラルと整合的で野心的な目標として、2030 年度に温

室効果ガスを 2013 年度から 46％削減することを目指すこと、さらに、50％の高みに向

け挑戦し続けることを表明した。 

また、2050 年カーボンニュートラルの達成に向けた方策を検討する「国・地方脱炭素

実現会議」においては、地域課題を解決し、地域の成長戦略ともなる地域脱炭素の行程

と具体策を示した「地域脱炭素ロードマップ」（以下「ロードマップ」という。）が 2021

年６月に策定された。 

ロードマップでは、2025 年までの集中期間に政策を総動員し、2030 年度までに少なく

とも 100 か所の脱炭素先行地域をつくること、脱炭素の基盤となる重点対策を全国で実

施することなどにより、全国で多くの脱炭素ドミノを起こすとされている。 

そして、同年 10 月に改訂された地球温暖化対策計画には、脱炭素先行地域や重点対策

などの脱炭素事業に意欲的に取り組む自治体等を集中的、重点的に支援するため、資金

支援の仕組みを抜本的に見直す考えが盛り込まれ、令和４年度に地域脱炭素移行・再エ

ネ推進交付金（以下「交付金」という。）が創設された。 

こうした中、我が国の総人口の約２割に相当する２千７百万人以上が居住し、産業が

集積する指定都市は、ロードマップの推進に率先して取り組み、全国の自治体の先導的

役割を担い、地域の脱炭素化をけん引することが求められており、特に、脱炭素先行地

域に関しては、令和４年度の第１回及び第２回の募集に応募し選定された 10 都市を始

め、全指定都市が今後の取組へ意向を示しているところである。 

ついては、地域の脱炭素化を強く後押しする仕組みとして、交付金をさらに充実した

制度としていただくよう、以下のとおり要望する。 

  

１ 指定都市の実情に即した支援 

 (1) 交付金の上限額の引上げ 

   人口や産業・経済活動が集中する指定都市が取組を進めるにあたっては、省エネ

化する建築物や導入する再エネ設備など、事業の規模が必然的に大きくなることか

ら、自治体の規模によらず一律とされている交付金の上限額について、指定都市の

実情に即した設定へ見直すこと。 

 

 (2) 大都市特有の課題への配慮 

   人口密度や土地利用状況等から再エネ発電施設の立地面に制約の多い大都市にお

いて、再エネの導入拡大のための有効な方策となり得る、オフサイト型太陽光発電

設備やソーラーカーポートについて、交付金の適用範囲を広げるなど、大都市特有

の課題にも配慮した運用へ見直すこと。 

   

 



 
 

２ 独自性や先進性の高い取組への支援 

  自治体が、地域特性等も踏まえ、創意工夫のもとに独自性や先進性の高い取組を積

極的に展開しやすいよう、交付金の適用範囲や要件については、より幅広い設定にす

るなど、弾力的な運用へ見直すこと。 

 

３ 継続的かつ包括的な支援 

「複数年度にわたり継続的かつ包括的に支援するスキームを構築」するという、交

付金の創設趣旨に照らし、自治体が計画的かつ継続的に取組を推進できるよう、事業

計画期間内の交付額が確実に担保される仕組みとすること。 

また、交付率が最大４分の３に上るといった、交付金のメリットをより有効に活用

できるよう、各省庁補助金等とのすみ分けは極力緩やかな取り扱いとすること。加え

て、各省庁補助金等との間に制度的な狭間が生じないよう配慮すること。 

 

 

令和４年１１月１６日 

指 定 都 市 市 長 会 



 

各都市から寄せられた個別の意見・要望等 

（●：脱炭素先行地域づくり事業 ○：重点対策加速化事業 ◎：共通） 

１ 指定都市の実情に即した支援 

 (2) 大都市特有の課題への配慮 

●脱炭素先行地域のエリア外や市域外などにオフサイト型太陽光発電設備を設置し、

系統線を介して先行地域や市域内に再エネを調達する仕組みを進めたいが、交付

金の適用外。 

◎自己託送方式によるオフサイト型太陽光発電設備は、交付金の適用外。 

●充放電設備や蓄電設備（系統用蓄電池含む）は再エネ発電施設に付随するものだ

けが交付金対象となっているため、系統を介した再エネ電力の活用に課題がある。 

◎ソーラーカーポートは、架台部分が交付金の適用外のため採算面に課題。また、

一体型の場合、本体と架台の費用が区分できず、実質的に交付金活用が困難。 

 

２ 独自性や先進性の高い取組への支援 

●脱炭素先行地域内で系統線を活用した地域マイクログリッドを進めたいが、再エネ

発電設備への交付金適用が上限２MW で、事業規模が限られてしまう。 

〇寒冷地では灯油からガスや電気への暖房機器の転換が重要課題であるが、交付要件

（転換により CO2 排出量３割以上削減）により、ガスへの転換はほぼ適用外。 

〇交付金を活用して、初期費用ゼロによる太陽光発電設備と蓄電池の導入支援制度を

創設したが、蓄電池の交付上限額が低く、事業者の参画が得られにくい。 

●脱炭素先行地域には、「エリアとしての一体性」が強く求められているが、都市部の

場合、エリア内には様々な規模・態様の需要家が存在し、その全てを調整するのは

極めて困難。取組の先進性の重視など、より柔軟な運用を望む。 
 

３ 継続的かつ包括的な支援 

◎これまでの補助金制度と変わらず、年度ごとに交付申請し交付決定を受ける仕組み

のため、後年次の財源担保が不透明で、計画的・継続的な事業推進に支障をきたす懸

念がある。 

◎年度内の事業間調整の仕組みはあるが、所要の手続き等が多く、迅速な対応が困難。 

〇事業計画期間の柔軟な設定や、計画期間終了後も財政支援の継続を望む。 

◎他の補助金が優先されて交付金が適用外となるケースもあり、事業の実現可能性の

判断が困難となるなど、制度として活用しにくい。 

●脱炭素先行地域内での系統線を活用した太陽光発電設備への交付金の適用は、累計

２MWまでとされ、さらに導入を進める場合、経済産業省の補助金制度があるものの、

１件あたり２MW 以上が要件となり、これを下回る規模のものには支援制度がない。 

◎大学施設のオンサイト PPA は、交付金の適用外とされ、かつ文部科学省補助金は設

備の所有が要件とされているため、いずれの制度も活用できない。 

●ハード面に限らず、脱炭素先行地域の取組を広く発信・広報するための総合的な支

援を望む。 

●脱炭素先行地域の採択率を高めてほしい。 


